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当ファンド 参考指数

-10.65% -10.21%

-18.72% -17.60%

-16.75% -12.78%

-17.23% -15.97%

+19.50% +3.03%

+49.03% +15.69%

　　（円）

700 円

300 円

555 円

300 円

第1期 (平成27年10月26日)

第2期 (平成28年10月25日)

第3期 (平成29年10月25日)

第4期 (平成30年10月25日)
※分配金実績は、過去の実績であり、将来の

   分配をお約束するものではありません。

※分配金は、交付目論見書記載の分配方針

   に基づき委託会社が決定しますが、委託会

   社の判断により分配を行わない場合もあり

   ます。 ※資産別組入れ状況、及び、現金比率の状況は、マザーファンドの純資産総額に占める割合です。

※現金比率の状況は、コール･ローンなどの預金も含まれます。

2.21%

合計 100.00%

現金等の比率状況

分配実績（1万口当たり、税引前）

設定来合計 1,855 円

設定来 ※基準価額は、信託報酬（年率概算（税込）1.8252％）控除後の値です。

※再投資基準価額の推移は、税引前分配金を全額再投資したものとして算出しているため、実際の受益者

    利回りとは異なります。

※参考指数は、ファンド設定日前日のTOPIX（東証株価指数 配当込み）を10,000とした指数を使用しています。

※税引前分配金を全額再投資したものとして

    計算しています。

※参考指数は、TOPIX（東証株価指数 配当

    込み）を指します。
資産構成

ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）とは、東京証券取引

所第一部に上場する内国普通株式全銘柄を

対象として算出した指数で、わが国の株式市

場全体の値動きを表す代表的な株価指数で

す。ＴＯＰＩＸに関する知的財産権その他一切

の権利は東京証券取引所に帰属します。東

京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表

の方法の変更、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の

停止またはＴＯＰＩＸの商標の変更もしくは使

用の停止を行う権利を有しています。

MASAMITSU日本株戦略マザーファンド 97.79%

コール･ローンなど

期間収益率

過去1ヶ月

過去3ヶ月

過去6ヶ月

過去1年

過去3年

基準価額 12,910円

純資産総額 1,841,039,814円

※決算日が休業日の場合は翌営業日と

    なります。

信託期間 平成46年10月25日

決算日 毎年10月25日

信託報酬率

1.8252%

（税抜　年1.69%）

運用実績等

ファンド概要 基準価額と純資産総額の推移　（設定来：日次）

設定日 平成26年11月27日 　　（円） （百万円）
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純資産総額（右軸） 再投資基準価額（左軸）

参考指数（左軸） 基準価額（左軸）
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1

2

3

4

5 6758 東証１ ソニー 電気機器 1.41%

※上記内容は、マザーファンドの組入銘柄の紹介を目的として作成しましたが、記載銘柄の推奨を行うものではありません。

※上記内容は、作成基準日における情報を元に作成していますが、その正確性や完全性を保証するものではありません。

※当ファンドでは銘柄入替を行うことがあるため、現在の銘柄と異なる場合があります。

※業種については、東証33分類に基づいて分類しております。

4063 東証１ 信越化学工業 化学 1.65%

9432 東証１ 日本電信電話 情報通信 1.55%

2871 東証１ ニチレイ 食料品 2.00%

4452 東証１ 花王 化学 1.67%

※市場別組入れ状況、及び、業種別組入れ状況は、マザーファンドの組入れ

    状況です。

※市場別組入れ状況は、組入れ株式、及び、組入れ上場投資証券等の合算を

   100％として計算しています。

※業種別組入れ状況は、組入れ株式を100％として計算しています。

※業種別組入れ状況は、東証33分類の他にJ-REITの組入れ状況も表記して

   います。J-REITとは、多くの投資家から集めた資金で、オフィスビルや商業施設、

   マンションなど複数の不動産などを購入し、その賃貸収入や売買益を投資家に

   分配する商品です。不動産に投資を行いますが、法律上、投資信託の仲間で

   ,証券取引所に上場されております。

組入れ銘柄数 ※マザーファンドにおける組入れ株式の

   全銘柄数になります。
181　銘柄

銘柄別組入れ上位5銘柄

銘柄コード 市場 銘柄名 業種等 純資産比

ポートフォリオ（マザーファンド）の状況

市場別組入状況 業種別組入状況

0.83%

3.34%

9.70%

1.71%

84.43%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他市場

ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

ﾏｻﾞｰｽﾞ

東証2部

東証1部

0.00%

0.34%

0.40%

0.48%

0.55%

0.68%

1.10%

1.21%

1.30%

1.38%

1.39%

1.74%

1.86%

2.04%

2.17%

2.54%

3.28%

3.46%

4.38%

4.74%

4.97%

5.54%

7.53%

8.39%

8.39%

13.40%

16.73%

0% 4% 8% 12% 16% 20%

金属製品

J-REIT

倉庫運輸関連

ガラス土石製品

証券商品先物取引

鉄鋼

輸送用機器

銀行

電気ガス

石油石炭製品

パルプ紙

機械

不動産

医薬品

その他製品

卸売

保険

その他金融

精密機器

小売

建設

陸運

食料品

化学

サービス

電気機器

情報通信
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　今月の当ファンドのパフォーマンスは、前月末比-10.65%の下落率となりました。

　まず、月中の日本株の動きについては、月初では日経平均株価で21,000円から22,500円のレンジでの展開を予想してい

たのに対し、実際は、安値18,948円、高値22,698円、終値20,014円と、我々の想定は大外れして、大幅下落しました。

　当月の日本株のセクター別パフォーマンスは、騰落率上位が、陸運、空運、電気・ガスとなり、鉱業、医薬品、証券がワースト

パフォーマーとなりました。また、東証33業種の全てが値下がりしました。

　その中で、当ファンドについては、株価下落傾向を深刻に捉え、主に外需関連銘柄、バリュエーションの高いグロース銘柄、流

動性の低い中小型株の保有量を落としてキャッシュポジションを増やす形で対応しました。しかし、株価の下げが市況概要で述

べた通り海外イベント発であったことから対応が遅れ気味になった上に、日経平均株価で20,000円程度の下げを抽象的に意

識していたものの、それを超える下げが12月に起きることは全くの想定外であったことから、防戦一方になりました。それでも、26

日の19,000円割れ前後の段階で株式保有量を増やし、そこから28日までの5%程度の株価反騰局面にある程度対応でき

たことは、不幸中の幸いと言えました。

マンスリーコメント

市況概況

　日本株については、日経平均株価-10.5%、TOPIX-10.4%と大幅下

落、中小型株についても、東証マザーズ指数も-19.7%、日経JASDAQ

平均も-10.2%と、大幅下落しました。

　1日に「米中首脳会談」で対中追加関税が見送られたことで、上昇して

始まりましたが、いわゆる「ファーウェイ事件」で米中貿易摩擦の再燃が懸念

されて株価は下落に転じました。19日にはFOMCでは予想通りの「金利引

き上げ」でしたが、全体の結果として市場想定よりハト派的でないとの懸念

から、更に売りが加速しました。22日には、「米国の一部政府機関が閉

鎖」され、23日にはムニューシン財務長官が米銀大手6行と電話会議を行

い「各行の流動性を確認した」とのコメントを発表したことで、株式市場の混

乱に逆に火を注ぐ形になりました。日本発の重要なイベントはなく、専ら海

外の政治・経済動向に左右される形で、日本株も大きく下落しました。

　　※上記記載の株価指数は配当込み指数ではありません。

　　※当ファンドの表記は、再投資基準価額ベースです。

運用概況

-12.3%

-19.7%

-10.2%

-10.5%

-10.4%

-10.6%

東証二部

マザーズ

日経JASDAQ

日経平均

TOPIX

当ファンド

今月の月間推移騰落率
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マンスリーコメント

今後の運用方針

　2019年通年については、年初から日経平均株価で20,000円前後での神経質な展開が続いた後、3-6月頃に株価底打

ちを見込み、年央に25,000円程度までのリバウンドを想定します。以下詳細。

●引き続き、「米中貿易摩擦」が最大の重しになる上に、「世界的な景気スローダウン」や、BREXIT（英国のEU離脱）、フ

ランスでの動乱、米国内政の混乱のような「不安定な政治状況」も続く。

●しかし、12月最安値近辺のTOPIX1,400ptは今期末PBR1倍の水準に相当し、ファンダメンタル上の下値抵抗線とも言え

る水準と思われる。しかも、現在の株価水準は、米国リセッションや、FRB（米連邦準備制度理事会）の利下げの可能性ま

でもが市場参加者の念頭に置かれる中で形成されている。したがって、この水準からは、更なる株価下落のリスクに怯えるより

も、株価の底打ちのタイミングを測る方が賢明であるように思われる。

●世界の株価的には、「世界で相対的に最も強い米国経済」と「半導体業界」がどこで底打つか、それを背景に市場のセンチ

メントがどこで陽転するか、が注目材料。現段階では、好転のタイミングを4-6月か7-9月頃と想定。それを前提にすると、（貿

易摩擦問題次第の部分は残るものの）その3か月前頃から世界的に株価のリバウンドの可能性に注目。

●年始のFRBパウエル議長の利上げ方針の修正発言もあり、その場合の「金利差縮小による円高」には注意が必要。ただ

し、104-105円程度なら2018年春頃と同レベルで、過度な懸念は不要。

●今年か来年以降かは別にして、リーマンショック後の各国や企業によるレバレッジ拡大の反動的事象が、危機的な形で発生

する可能性に注意。

　その中で、1月は、貿易摩擦と世界経済スローダウン、円高リスクを背景に、ディフェンシブ株が主役となる展開が予想されます

が、外需株や中小型株についても、下げ過ぎの観点から近い将来のリバウンドの可能性もありうると思います。

　以上を考慮して、1月の日本株については、ドル円105円~110円前提で、日経平均株価で19,500円から21,500円のレ

ンジでの振れ幅の大きな展開を予想します。

　

　そのような中、当ファンドでは、上記のような基本認識を踏まえ、相場の更なる下振れのリスクは意識するものの、今の株価水

準からはアップサイドポテンシャルの可能性の方が高いと判断し、やや強気の運用スタンスで臨みたいと思っております。個々の株

価を見ると、バーゲンセール的様相を呈している銘柄がゴロゴロしている状況下にあることから、株価暴落前には買いたくても買

えなかったような銘柄を含めて積極的運用を行うことは合理的と思われます。その結果として、今年の前半はベータリターンとア

ルファリターンの両方を狙っていく所存です。
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　私は、今年も4年連続で日経ヴェリタスから要請を受けて、2019年の株価・為替の予想を掲載して頂いた。この場をお借り

し、日本経済新聞社と日経ヴェリタス誌に御礼を申し上げたい。

　年始の紙面の予想であるから、予想自体は12月中に締め切られている。しかし、今年は12月に一貫して下落基調が続いた

ことから、予想の締め切り後も予想変更が認められるという異例の事態になった。

　このように12月の超弱気市場が反映された各氏の予想であったが、今回の予想一覧を概観して、思ったことが2点あった。

　第一に、ほぼ全ての方の予想が、高値が25,000円以下であった。25,000円というのは、10月の24,000円超の水準から

わずか4%上の水準に止まる。すなわち、多くの人が弱気相場に引きずられて悲観的予想に傾いていたことになる。経済ファン

ダメンタルを無視した私の直感では、このような時は、往々にして株価は逆方向に振れ、株価が上振れしやすいように感じた。

その意味では、皮肉な言い方だが、今年は幸先の良いスタートを切れそうだ。

　第二に、今年は18,000円-25,000円の狭いレンジにほぼ全ての予想が包含される形になった。これだけ多くの人の意見が

似通って、特定のレンジ内に収まったことも珍しいと感じた。そのような時は、往々にして予想は外れやすい。ただ、外れるとした

ら、大幅上昇か暴落のいずれかになるので、この観点からは楽観も禁物、悲観も禁物ということになる。

　ところで、今年を除く過去3年の私の予想は、概ね当たってきたと自負している。2018年も私の年初高値、年末安値の予想

は当たっていたと思う。日経ヴェリタス様には、是非その辺りの検証をお願いしたい。5月27日の同誌上にお示しさせて頂いた予

想でも、12月予想が20,000円であり年末実績が20,014円であったことからすると、ほぼピタリであった。ところで、私の過去の

予想値は、他の市場関係者と大きくかけ離れていた点に特徴があった。しかし、今回の私の予想は、他の市場関係者と大差

がない水準にある。ということは、私は今年、初めて自分の予想が大きく外れるのではないかという悪い予感を禁じ得ない心理

的状況にある。

※本資料は、お客様への情報提供のみを目的としており、有価証券の売却もしくは購入を勧めるものではありません。従いまして、本レポートの使用に
よる結果につきましてはファイブスター投信投資顧問株式会社が責任を負うことはできませんので、お取引の最終決定はお客様の判断と責任において
行われるようお願いいたします。

マンスリーコメント

Ṍ Ḵ Ṍ
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※市況動向および資金動向などにより、上記のような運用が行えない場合があります。

ファンドの特徴

中長期投資を主眼としながらも、短期的な投資リターンの極大化という観点も取り入れた運用を心がけます。

● 中長期投資は、「大局的な企業価値分析に基づく投資戦略の王道」と「短期投資の総合」という2つの側面を有します。前者の観点はもちろんの
こと、これまで軽視されがちであった後者の観点も加味し、いかなる相場においても貪欲にリターン確保を目指すべく、必要であれば短期投資と目

されるような機動的な売買も行います。

銘柄選択や銘柄入れ替えを機動的に行います。

● ファンド運用において、日次ベースでの最適ポートフォリオの累積が中長期の最適ポートフォリオ形成に繋がるとの信念の下、機動的に銘柄入
れ替えを行います。

● ポートフォリオから最適なリターンを享受するために、投資収益機会が大きいと目される局面では、慎重なスタンスでポートフォリオの拡大（投資

銘柄数と一銘柄当たりの投資額の増加）を行う一方、投資収益機会が小さく、損失発生のリスクが高いと認められる局面においては、迅速にポート

フォリオの縮小（投資銘柄の入れ替え或いは投資額の縮小）を行い、日次ベースで最適なポートフォリオを構築していきます。

特定ベンチマークは設けず、積極的に運用を行います。

● 個人投資家が投信購入でファンドに期待することは、自己の資産増加に尽きるといえます。従って、この期待に応えるべく特定のベンチマークを

意識せずに積極的に運用を行います。ただし、参考指数としてTOPIX（東証株価指数）を設定します。

全セクターを投資対象とし、かつ、1,000以上の広い銘柄群から投資対象銘柄を厳選します。

● 投資対象は、わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定を含みます。）約4,000社のうち、1,000社以上にのぼります。この広いユニバースの
中から、ボトムアップリサーチによる個別企業分析を通じ、ファンドサイズに応じた最適な投資銘柄を選定し投資します。

● ボトムアップリサーチとは、個別企業について成長性、収益性、安定性の観点から調査・分析を行い、投資銘柄を選定する手法です。

投資対象を特定のテーマやセクター等に限定しません。また、バリュー株・グロース株のいずれも投資対象とします。

● 世界的なテールリスクの拡大、商品サイクルの短期化、金融市場の不安定性等、個社の変化や企業を取り巻く事業環境の変化を様々な角度

から追跡し、そこからタイムリーなテーマを導き出します。その結果に基づいて、最適なセクター・投資対象を抽出し機動的な投資を継続的に行い
ます。

全セクターを広く投資対象とする一方で、金融・不動産セクターを最重要セクターと位置づけ、明確な収益源としていきます。

● 運用責任者は豊富な金融実務経験と、アナリストとしての長期間の金融アナリスト経験を有し、金融関連セクターに関する深い知見と多彩な実
務感覚を備えています。この明確な強みを背景に、いかなる投資環境においても同セクターからの積極的リターン確保を常に目指していきます。

ファンドの主な特色

ファンド名に運用責任者の名前をつけました。

● 運用責任を明確にするためにファンド名に敢えて運用責任者の名前をつけました。
● 運用責任者の、セルサイドアナリストとして培ってきた「エクイティ分析力」、銀行業務と証券会社でのクレジットリサーチ業務で培ってきた「クレ

ジット分析力」、コンサルティングファームで培ってきた「経営的分析アプローチ」等、投資運用者としての実績・特性を理解していただくために、ファ
ンド名に運用責任者の名前をつけました。

● 運用責任者の日本株運用への熱い思い入れを理解していただくために、ファンド名に運用責任者の名前をつけました。

☆☆☆☆☆　ファンドの目的

　　わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定を含みます。）に投資を行い、中長期的な信託財産の成長を目指して運用を行います。

☆☆☆☆☆　主な投資態度

① 主として、わが国の金融商品取引所上場株式を投資対象とし、国内外のマクロ分析及び重要イベントの予測を通じて投資テーマを設定し、
　　そのテーマに合致する企業への投資を重視します。

② 銘柄の選定においては、成長性、収益性、安定性を網羅したボトムアップリサーチに基づき、個々の企業の信用力、経営力、成長力を重視し
　　選定します。
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毎年10月25日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、以下の方針に基づいて収益の分配を行います。

● 分配対象額の範囲は、経費控除後の利子･配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。

● 分配金額は、委託会社が基準価額水準・市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配を行わないこともあります。

● 収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、運用を行います。

※将来の分配金の支払い及びその金額について保証するものではありません。

為替変動リスク

外貨建資産は、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合には、ファンドの基準価額が値下がりする可能性があります。

※（ご注意）以上は、基準価額の主な変動要因であり、変動要因はこれに限られるものではありません。

● 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ制度）の適用はありません。

● 当ファンドは、預金や保険契約ではありません。また、預金保険機構及び保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会社を

通して購入していない場合には、投資者保護基金の対象とはなりません。

● 分配金は、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配金は、計算期間中に

発生した運用収益を超えて支払われる場合があります。投資者のファンド購入価額によっては、分配金の一部または全部が実質的には元本の一部払

戻に相当する場合があります。

流動性リスク

市場取引量の急激な増大、市場規模の縮小、市場の混乱等の影響により、注文時に想定していた価格と大きく異なる価格で売買が成立する可能性が

あります。従って、株式の予想外の流動性があった場合には、ファンドに重大な損失が生じる場合があります。一般に中小型株式や新興企業株式の株

式は、市場規模や取引量が少ないため、このような状況に陥る可能性が高い場合があります。

銘柄選定方法に関するリスク

銘柄選定にはボトムアップリサーチに基づいて行います。従って、ファンドの構成銘柄や業種配分は、日本の株式市場やインデックス等とは異なるもの

になり、ファンドの構成銘柄の株価も大きく変動する場合があります。

信託財産に生じた利益及び損失は、すべて投資者に帰属します。

投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。また、

投資信託は預貯金と異なります。

ファンドは、主に国内株式を実質的な投資対象としますので、株式の価格の下落や、株式の発行体の財務状況や業績悪化等の影響によ

り、基準価額が下落し、損失を被る場合があります。また、外貨建資産に投資する場合には、為替の変動により損失を被る場合がありま

す。

株価変動リスク

株価の価格は、国内外の政治・経済情勢、発行会社の業績・財務状況の変化、市場における需給・流動性による影響を受けて変動します。従って、株式

の予想外の価格変動があった場合には、ファンドに重大な損失が生じる場合があります。ファンドでは、中小型株式や新興企業株式に投資する場合が

ありますが、中小型株式や新興企業株式の株式は、大型株に比べ株価が大幅に変動することがあります。

その他の留意点

分配方針

投資リスク等

信用リスク

投資した企業の経営などに直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合には、デフォルト（債務不履行）や企業倒産の懸念から、株価が大きく下落（価

格がゼロになる場合もあります。）し、ファンドに重大な損失が生じる場合があります。

基準価額の変動要因
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課税関係

課税上は、株式投資信託として取扱われます。

公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。

配当控除の適用があります。

益金不算入制度は適用されません。

信託金の限度額 ファンドの信託金の限度額は5,000億円です。

公告

電子公告により行ない、委託会社のホームページに掲載します。

ホームページアドレス　http://www.fivestar-am.co.jp

なお、やむを得ない事由により公告を電子公告によって行なうことができない場合には、公告は日本経済

新聞に掲載します。

運用報告書 毎期決算後および償還後に交付運用報告書を作成し、知れている受益者に交付します。

繰上償還

次のいずれかの場合等には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託者と合意のうえ、信託契約

を解約し、信託を終了させること（繰上償還）ができます。

● 受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合

● やむを得ない事情が発生したとき

● 繰上償還することが投資者のために有利であると認めるとき

決算日 毎年10月25日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 年1回、毎決算時に収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。

換金制限
信託財産の資金管理を円滑に行うため、1億口または1億円以上の換金（解約）請求は、正午までにお願

いします。

購入・換金

申込受付の

中止及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事

情があるときは、購入・換金（解約）の受付を中止すること、および既に受付けた購入・換金（解約）申込み

の受付を取消す場合があります。

信託期間 原則として平成46年10月25日までです。（平成26年11月27日設定）

換金代金 原則として換金（解約）受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

申込締切時間 午後3時までに、販売会社が受付けた分を当日のお申込み分とします。

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換金単位 1口単位として販売会社が定める単位

換金価額 換金（解約）受付日の基準価額

お申込メモ

購入単位 1口または1円単位として販売会社が定める単位

購入価額 購入申込日の基準価額とします。
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受託会社
運用財産の管理、委託会社から

の指図の実行の対価
年0.04％

配分

委託会社 年0.80％ 委託した資金の運用の対価

運用管理費用＝

日々の純資産総額×

信託報酬率

購入時手数料
購入申込日の基準価額に申込口数を乗じて得た額に、上限を3.24％（税抜 3.0％） として、販売会社が定

める料率を乗じて得た額とします。

信託財産留保額 ありません。

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（ 信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に年1.8252％（税抜 年1.69％） の率を乗じて得た額とします。運用管理費用
は、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期末または信託終了のときに、信託財産から支払われま

す。

当ファンドの運用管理費用

（信託報酬）（年率）

※表中の率は税抜きです。別途、消費税がかかります。

年1.69％

購入後の情報提供、運用報告

書等各種書類の送付、口座内

でのファンドの管理等の対価
年0.85％販売会社

※上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

信託財産の計理業務および
これに付随する業務に係る費用

信託の計理業務（設定解約処理、約定処理、基準価額算出、決算処理
等）およびこれに付随する業務（法定帳票管理、法定報告等）に係る費用

信託事務の処理に関する費用
信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、受託会社の

立替えた立替金の利息、信託財産において資金借入をした際の利息

組入有価証券取引に伴う費用 組入有価証券の売買の際に仲介人に支払う売買委託手数料等

その他の費用・

手数料

法定書類の作成・印刷・交付に
かかる費用

有価証券届出書、有価証券報告書および臨時報告書（これらの訂正に
係る書類を含みます。）目論見書、運用報告書等の作成、印刷および提

出に係る費用

監査費用 監査法人等に支払う信託財産の財務諸表の監査に要する費用

公告に係る費用
信託の受益者に対して行なう公告に係る費用ならびに信託約款の変更
または信託契約の解約に係る事項を記載した書面の作成、印刷および

交付に係る費用

法律顧問および税務顧問に対する

報酬および費用

法律顧問ならびに税務顧問等に支払う信託財産に関する法律・税務に対

する助言等の費用

※ これらの費用等は、運用の状況等により変動するため、料率、上限等を予め表示することはできません。
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○

※加入している金融商品取引業協会を○で表示しています。

※上記の表は、ファイブスター投信投資顧問株式会社が基準日時点で知りうる信頼性が高いと判断した情報等から細心の注意を払い作成したものですが、

    その正確性、完全性を保証するものではありません。

※大熊本証券株式会社は、平成31年1月15日からのお取り扱いになります。

大熊本証券

株式会社

金融商品

取引業者

九州財務局長

（金商）第1号
○

楽天証券

株式会社

金融商品

取引業者

関東財務局長

（金商）第195号 ○ ○ ○

○

三田証券

株式会社

金融商品

取引業者

関東財務局長

（金商）第175号 ○

株式会社

SBI証券

金融商品

取引業者

関東財務局長

（金商）第44号 ○ ○

リーディング証券

株式会社

金融商品

取引業者

関東財務局長

（金商）第78号 ○

ニュース証券

株式会社

金融商品

取引業者

関東財務局長

（金商）第138号 ○ ○

藍澤證券

株式会社

金融商品

取引業者

関東財務局長

（金商）第6号 ○ ○

日産証券

株式会社

金融商品

取引業者

関東財務局長

（金商）第131号
○ ○

静岡東海証券

株式会社

金融商品

取引業者

東海財務局長

（金商）第8号 ○

岡地証券

株式会社

金融商品

取引業者

東海財務局長

（金商）第5号
○

受託会社：　信託財産の保管・管理業務等を行います。

三井住友信託銀行株式会社

（再信託受託会社：日本トラスティー・サービス信託銀行株式会社）

販売会社：　受益権の募集・販売の取扱い、換金（解約）事務、換金代金・収益分配金・償還金の支払い等を行います。

販売会社の名称等

販売会社 登録番号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

ファイブスター投信投資顧問株式会社

金融商品取引業者： 関東財務局長（金商）第2266号

一般社団法人投資信託協会会員　一般社団法人日本投資顧問業協会会員

 　ホームページアドレス

　　http://www.fivestar-am.co.jp/

　　お客様デスク

　　03-3553-8711

　　（受付時間：委託会社の営業日の午前９時～午後５時まで）

ファンドの関係法人

委託会社：　信託財産の運用指図等を行います。 委託会社の照会先
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